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社会福祉法人恵庭市社会福祉協議会

顕彰規程施行細則

　（総則）

第１条　この細則は、顕彰規程（以下「規程」という。）第１２条の規定に基づき、社会福祉法人恵庭市社会福祉協議会（以下「本会」という。）会長顕彰に関する事項について定めるものとする。

　（共通基本事項）

第２条　規程第５条及び第６条に基づく規定は、顕彰の概念に照らして地域社会の情勢と進展に対応した顕彰の具現化を図るものとする。

２　顕彰は、本会の発展振興に貢献し、その功績及び功労が顕著な者、並びに市民の模範となる行いに対する事績を称え、これを顕彰し、もって広く市民の福祉活動への励みとする。

　（１）役員等は、在職年数の基準だけでなく、役職、専門性、責任分野等、その内容や功績等の質的相違に対応した評価についても考慮する。

（２）小地域支えあい事業等地域福祉活動への取り組み及び本会会費への積極的な参加協力、支援について他の模範となる町内会、企業、団体、個人で、会長が特に必要と認めた者

　（優良町内会、福祉団体等表彰の資格）

第３条　優良町内会、福祉団体等で、市内にあって、活動が特に優れ他の模範と認められるものとする。

　（役員等の範囲及び手続き）

第４条　規程第５条第１号に規定する役員等とは、次に掲げるものをいう。

　（１）理事

　（２）監事

　（３）評議員（社会福祉法人格を有する団体で、評議員会が議決機関となっているものに限る。）

２　前項第３号に定める評議員を推薦する場合は、当該団体の定款を添付しなければならない。

　

　（本会活動推進者の範囲）

第５条　本会活動推進者とは、本会における部会、委員会等の構成員として、本会が実施する事業に積極的にかかわり、地域福祉の向上に努め、その功績が顕著で他の模範と認められる者とする。

　（感謝の対象及び資格）

第６条　感謝は民間福祉事業のために労力的、経済的、又は他の方法により積極的に協力した個人及び団体に対し、次の基準により顕彰する。

　（１）労力的援助

　　　在宅福祉サービス活動等本会活動におけるボランティアとして５年以上に及び協力、援助した個人及び団体

　　　なお、社会福祉施設への協力活動、その他の労力的援助活動等については、全市的視野において顕彰に値し、他の模範と認められたものとする。

　（２）経済的援助

　　　本会の運営、基金造成及び愛情銀行預託金等として協力、援助した個人及び団体

ア．寄付金　一件１０万円以上。ただし、寄付が継続してなされ５年以内に寄付金額が合算で１０万円を超えた場合
イ．土地その他の援助　前号の寄付金相当額以上（時価）の土地その他の援助とする。

　

　（在任期間等の基準日）

第７条　被顕彰候補者の在任期間の算定時期は、原則として当該年度の４月１日現在で算定する。

　（推薦数・推薦様式）

第８条　顕彰の要件を満たすものについて全員推薦することができる。ただし、会長の定めた推薦書提出期限後の追加推薦は認められないものとする。

２　規程第１０条に基づく推薦は、会長が定める推薦書様式による。

（推薦書作成要領）

第９条　前条による推薦書の作成は、次の要領によるものとする。

　（１）推薦書は審査の段階ではそれぞれ独立して扱うので、各葉ごとに推薦者の記名捺印をすること

　（２）記載する文字、数字等はすべて楷書とし、特に氏名に関しては戸籍上の名義を記入すること

　（３）役職及び機関に関しては、勤続年数の内訳の中で、機関、所属、職名等を具体的に記入すること

　（４）既往における顕彰の有無に関しては、受賞年月日、彰名（表彰者名を含む）及び功績名等を明記すること

　（５）功績（顕彰推薦に価する功績等）の内容に関しては、明確に箇条書きにすること

　

　（顕彰審査委員会の設置及び招集）

第１０条　顕彰審査委員会（以下「委員会」という。）は、規程第１１条第１項の規定に基づき設置し、随時会長が招集する。

　（構成）

第１１条　委員会は、会長の委嘱する委員をもって構成する。

２　前項に規定する委員会の委員は、本会副会長、法人経営部会長、地域福祉部会長、在宅福祉部会長及び事務局長とする。

３　委員会に、委員の互選により委員長を置く。
　（任期）

第１２条　委員の任期は２年とする。ただし再任は妨げない。

　（決定）

第１３条　規程第１１条第２項の規定に基づき委員会の答申を受けた場合、会長は速やかに決定し、推薦者に通知しなければならない。

　
附　則

この細則は、平成３年４月１日から施行する。

この細則は、平成13年５月１８日から施行する。

この細則は、平成14年11月20日から施行し、平成14年４月１日から適用する。

この細則は、平成20年６月23日から施行し、平成20年４月１日から適用する。


